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1. 調査団員・氏名 

1-1 協力準備調査 

担当業務 氏名 所属 

総括 松永 龍児 JICA 気候変動対策室副室長 

計画管理 安元 孝史 JICA 資金協力支援部  
実施監理第三課 

調達監理計画 白石 喜久 JICS 業務第一部 企画・管理課 

副業務主任/太陽光発電システム２ 

/環境社会配慮２ 
元木 要 ICONS 国際協力株式会社 

系統連系太陽光発電システム２ 

/関連制度・基準２ 
櫻井 正博 ICONS 国際協力株式会社（補強）

系統連系太陽光発電システム４ 

/関連制度・基準４ 
泉川 雅弘 四国電力株式会社 

機材・設備計画２/維持管理体制３ 栗田 貴之 ICONS 国際協力株式会社 

調達計画/積算２ 石井 優一 ICONS 国際協力株式会社 

建築設計/業務調整 1 鶴岡 葉介 八千代エンジニヤリング株式会社 
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1-2 概略設計概要説明調査 

 

担当業務 氏名 所属 

総括 千賀 和雄 独立行政法人 国際協力機構 
マーシャル諸島支所長 

業務主任/太陽光発電システム１ 

/環境社会配慮１ 
小川 忠之 八千代エンジニヤリング株式会社 

副業務主任/太陽光発電システム２ 

/環境社会配慮２ 
元木 要 ICONS 国際協力株式会社 

系統連系太陽光発電システム１ 

/関連制度・基準１ 
藤沢 慶哲 四国電力株式会社 

系統連系太陽光発電システム４ 

/関連制度・基準４ 
泉川 雅弘 四国電力株式会社 

調達計画/積算１ 阿部 真 八千代エンジニヤリング株式会社 
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2. 調査行程 

大洋州地域太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画準備調査 

（マーシャル諸島国） 
2-1 協力準備調査 

日数 月日 曜日 

調査内容 

宿泊地 
官団員 コンサルタント 

総括：松永 龍児 
計画管理：安元 孝史 
調達監理計画：白石 喜久 

元木 要、櫻井 正博、泉川 雅弘、栗田 貴之、 
石井 優一、鶴岡 葉介 

1 6月28日 日  →マジュロ 
• 成田 → グアム 
• 関西空港→グアム（泉川団員のみ） 

グアム 

2 6月29日 月 

• 外務省表敬 
• 資源開発省表敬 
• 日本大使館表敬 
• 事務次官室表敬 
• エネルギータスクフォースチームと

の会合 

• グアム → マジュロ マジュロ 

3 6 月30日 火 

• 資源開発省、マーシャル電力公社

との合同ミーティング 
• 太陽光発電システム据付対象地視

察  

• 資源開発省表敬 
• マーシャル電力公社への表敬、打合せ 
• 資源開発省へのインセプション・レポート、質問票の

説明、協議 
• サイト調査（マジュロ 病院） 
• サイト調査（マーシャル高校） 

マジュロ 

4 7月1日 水 
• 資源開発省とミニッツに関する協議

• 太陽光発電システム据付対象地視

察 

• 資源開発省とミニッツに関する協議 
• 資源開発省 、 マーシャル電力公社との技術的協議 
• サイト調査（マーシャル諸島短期大学） 
• サイト調査（マジュロ空港 集水地） 

マジュロ 

5 7月2日 木 
• ミニッツ署名 
• 大使館報告 
• JICAマーシャル支所への報告 

• ミニッツ署名 
• 大使館報告 
• JICAマーシャル支所への報告 

マジュロ 

6 7月3日 金 • マーシャル国祝日 

• サイト調査（マーシャル電力公社発電所 、 市中配電

状況） 
• サイト調査（マジュロ 病院） 
• 資源開発省 、 マーシャル電力公社との技術的協議 

マジュロ 

7 7月4日 土 
• マジュロ→ホノルル (松永総括、白

石団員) 

• データ整理、情報収集 
• サイト調査（マーシャル電力公社発電所、 市中配電

状況） 
マジュロ 

8 7月5日 日 
• マジュロ→コロール  (安元団

員) 
• データ整理、情報収集 マジュロ 

9 7月6日 月 

 • 資源開発省 、 マーシャル電力公社の技術的協議 
• サイト調査 （マジュロ 病院） 
• 市場調査 
• 環境社会配慮関連調査 

マジュロ 

10 7月7日 火  
• サイト調査（マーシャル電力公社発電所） 
• 資源開発省 、 マーシャル電力公社との技術的協議 
• 市場調査 

マジュロ 

11 7月8日 水 
 • 市場調査 

• 資源開発省 、 マーシャル電力公社との技術的協議 
• 保健省 、 資源開発省との会合 

マジュロ 

12 7月9日 木 
 • 資源開発省 、 マーシャル電力公社との技術的協議 

• 保健省 、 資源開発省との会合 
マジュロ 
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日数 月日 曜日 

調査内容 

宿泊地 
官団員 コンサルタント 

総括：松永 龍児 
計画管理：安元 孝史 
調達監理計画：白石 喜久 

元木 要、櫻井 正博、泉川 雅弘、栗田 貴之、 
石井 優一、鶴岡 葉介 

13 7月10日 金 
 • フィールドレポート署名 

• 大使館報告 
• JICAマーシャル支所報告 

マジュロ 

14 7月11日 土 
 • マジュロ → グアム グアム 

• マジュロ →ポンペイ(鶴岡団員のみ) ポンペイ

15 7月12日 日  • グアム → 成田      

 

2-2 概略設計概要説明調査 

日数 月日 曜日 

調査内容 

Stay at 
官団員 コンサルタント 

総括 千賀 和雄 
小川 忠、元木 要、藤沢 慶哲、泉川 雅弘 
阿部 真 

1 11月29日 日  • 成田→グアム グアム 
2 11月30日 月  • グアム→マジュロ マジュロ 

3 12月1日 火 

• 大使館表敬 
• 団内打ち合わせ（ＪＩＣＡ支所） 
• 外務省表敬、協議 
• 資源開発省、協議 
• マーシャルエネルギー公社表敬、協議 
• 概要設計概要説明、ミニッツ案協議 

マジュロ 

4 
12月2日 

水 
• 入札図書説明 
• サイト調査、発電所調査、配電状況調査  

マジュロ 

5 
12月3日 

木 
• ミニッツ署名 
• 大使館報告 

マジュロ 

6 12月4日 金 • 資料整理およびデータ解析（「マ」国祝日） マジュロ 
7 12月5日 土 • マジュロ → ポンペイ ポンペイ
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3. 関係者（面談者）リスト 

 

3-1 協力準備調査 

 
 
      所属団体、 氏名             役職 
 
資源開発省（Ministry of Resources and Development） 
 

Mr. Thomas Kijiner Jr. Secretary 
Ms. Rebecca Lorrenij  Deputy Secretary 
Mr. Nick Wardrop Energy Adviser 
Ms. Angeline Haine Energy Planner 
Mr. Walter Myazoe  Energy Officer 

 
 
外務省（Ministry of Foreign Affairs） 
 

Ms. Kino S. Kabua Secretary 
 
 
保健省（Ministry of Health） 
 

Dr. Mane Paul Assistant Secretary 
Mr. Russell Edwards Assistant Secretary 
Mr. Franei Siu BT Counselor 

 
財務省（Ministry of Finance）  
 

Mr. Bruce Bifimon Assistant Secretary  
Customs, Treasury, Revenue & Taxation 

 
 
マーシャルエネルギー公社（Marshalls Energy Company） 
  

Mr. Steve Wakefield  Manager 
Mr. Steve Gooden  Director  Distribution Technical  
Mr. Roger Wirson  Director, Physical Plant  

 
 
環境保護局（Environmental Protection Authority） 
 

Mr. Michal Honeth Coastal Advisor
Mr. Terry Keyin Deputy General Manager 

 
 
経済政策・計画・統計局（Economic Policy, Planning and Statistics Office） 
 

Mr. Carl Hacker Director 
 
 
マーシャル諸島短期大学（Collage of Marshall Islands 
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Mr. Roger Wilson Director of Physical Plant 
  

 
 
 
在マーシャル日本国大使館 
 

Prof. Dr. Kazuyuki Ohdaira Charge’d’Affaires 
Mr. Tomoaki Miyamoto Adviser(Economic and Technical Cooperation)

 
 
JICA マーシャル事務所 
 

Mr. Kazuo Senga Resident Representative 
Mr. Takayuki Murakami Volunteer Coordinator 

 
 
〔現地建築業者〕 
Pacific International, Inc. 
 

Mr. Jerry Kramer Chief Executive Officer 
Mr. Robert “Bobby” Muller Project manager 

 
 
MJCC 
 

Mr. Hideo Kikuchi Managing Director 
Mr. Robert “Bobby” Muller Account Dept  

 
 
Anil Development, Inc. / DAR sales & services 
 

Mr. Charles T. Dominic  Managing Director 
 
 
〔レンタカー業者〕  
Japan Recycle Corporation 
 

Mr. Susumu Yoshimura General Manager 
 
 
ELM Motor 
 

Mr. Henry Lin General Manager 
 
 
3-2 概略設計概要説明調査 

資源開発省（Ministry of Resources and Development） 
 

Mr. Thomas Kijiner Jr. Secretary 
Ms. Rebecca Lorrenij  Deputy Secretary 
Ms. Angeline Haine Energy Planner 
Mr. Walter Myazoe  Energy Officer 
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外務省（Ministry of Foreign Affairs） 
 

Ms. Kino S. Kabua Secretary 
 
 
保健省（Ministry of Health） 
 

Dr. Mane Paul Assistant Secretary 
Mr. Russell Edwards Assistant Secretary 
Mr. Franei Siu BT Counselor 

 
財務省（Ministry of Finance）  
 

Mr. Bruce Bifimon Assistant Secretary  
Customs, Treasury, Revenue & Taxation 

 
 
マーシャルエネルギー公社（Marshalls Energy Company） 
  

Mr. Steve Wakefield  Manager 
Mr. Roger Wirson  Director, Physical Plant  

 
 
環境保護局（Environmental Protection Authority） 
 

Mr. Michal Honeth Coastal Advisor
Mr. Terry Keyin Deputy General Manager 

 
 
マーシャル諸島短期大学（Collage of Marshall Islands 
 

Mr. Roger Wilson Director of Physical Plant 
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5 事業事前計画表（概略設計時） 

事業事前計画表（概略設計時） 

1. 案件名 

マーシャル諸島国 太陽光を活用したクリーン・エネルギー導入計画 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

本計画は「マ」国産エネルギーの活用によるエネルギー源の多様化と気候変動対策に資する電力供
給体制の構築に寄与することを上位目標とし、実施される。 

「マ」国においては 2008 年 7 月の石油価格高騰のあおりを受け、国家緊急事態宣言の発令がなさ
れており、その後再生可能エネルギー利用への期待が大きく高まっている。またライフラインであ
る電力を米国からの自由連合盟約（COMPACT）による財政援助や他国からの援助（我が国のノンプ
ロなど）に大きく依存しており、国家として健全とは言えない状況にある。現在、「マ」国では、
ディーゼル発電が主たる発電源動力となっている。また「マ」国では、エネルギー全体の 90％は
輸入燃油に依存しており、燃油の価格変動がエネルギーの供給体制に大きく影響を及ぼす非常に脆
弱な状況にあり、エネルギー供給体制の強化が課題となっている。かかる状況からの脱却のため、
「マ」国は、2001 年の国家社会･経済サミット（第 2 回）の開催後、「マ」国の 2003 年から 2018
年にわたる 15 カ年の経済開発計画である、国家構想 2018（Vision 2018）を示し、その中で国家
経済、社会開発、教育促進などの分野の政策と併せて国家エネルギー政策（National Energy Policy）
を 2003 年に制定した。さらに「マ」国は、「社会経済の発展のため、「マ」国の全国民に、入手可
能で、信頼性が高く、持続可能なエネルギーを供給すること」を今後 15 年のエネルギー分野の展
望として示し、次のゴールを設定した。①2015 年までに都市部は 100％の世帯、離島部では 95％
の世帯の電化を行う。② 2020 年までにエネルギーの 20％を再生エネルギーにて供給する。③
2020 年までに一般世帯およびビジネス関連施設の 50％、政府関連施設の 75％のエネルギー利用効
率の向上。④ 2015 年までに MEC のエネルギー供給ロスの 20％削減。 

これらゴールには、将来的には再生エネルギーの活用を含めての全国民への電力供給を目指すこと
が示されており、太陽光発電はその中核的な存在と位置づけられている。 

その意味でも当国において再生可能エネルギーを有効活用する意義は非常に大きい。そのため、今
回グリッド接続型太陽光発電設備を設置し、輸入燃料への依存度を軽減し国家としての自立性を高
めるとともに、昨年発生したようなエネルギー危機からのインパクトを軽減させることが重要であ
る。 

また、本計画は、マジュロ病院を対象施設として実施される。本計画の実施により温室効果ガスの
削減と経済成長の取り組みの両立を目指す「マ」国政府の取り組みに寄与する。またマジュロ病院
は第一次、第二次医療施設を兼ねており多くのマーシャル国民により利用されていることから、本
計画により、マジュロ病院に太陽光発電設備が設置されることにより、マーシャル国民の太陽光発
電、再生可能エネルギー利用への認識を深めさせることができる。 

3. プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

本計画の実施により、マジュロ環礁の電力系統により供給される、マジュロ市住民合計約 2.6
万人に対し、太陽光発電を利用した電力を供給することが可能となる 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

1) 系統連系型太陽光発電設備の調達・据付が行われる。 

2) 太陽光発電を利用した電力が供給される。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

1) 系統連系型太陽光発電設備の調達・据付を行う。 

2) 計画対象設備の運営維持管理のための能力強化を行う。 

(4) 投入（インプット） 
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1) 日本側：無償資金協力 5.27 億円 

2) 相手国側 

a) 施設建設用地の提供 
b) 運転・維持管理要員 
c) 調達された設備の運転・維持管理費用 

(5) 実施体制 

1) 主管官庁： 資源開発省（MRD） 

2) 実施機関： マーシャルエネルギー公社（MEC） 

4. 無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 
マジュロ病院 

(2) 概要 
系統連系型太陽光発電設備の調達と据付 

(3) 相手国側負担事項 
用地確保、銀行口座開設手数料負担 

(4) 概算事業費 
5.27 億円（無償資金協力 5.26 億円、「マ」国側負担 0.01 億円） 

(5) 工期 
入札期間を含め約 26 ヶ月（予定） 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 
特になし 

5. 外部要因リスク 

特になし 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

本調査でマジュロ発電所のディーゼル発電設備の運転実績（燃料消費量）がなかったため、
主に常時運転している 6.4MW ディーゼル発電機の燃料消費量を基に試算を行った。結果は以
下のとおり。 
① ディーゼル燃料消費量：2009 年比で 2011 年に 56,032 リットルの削減。 
② CO2 排出量：2009 年比で 146 トンの削減。 

(2) その他の成果指標 
特になし 

(3) 評価のタイミング 

2011 年以降 
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添付資料ｰ 6 ソフトコンポーネント計画 

ソフトコンポーネント計画 

(1) ソフトコンポーネントを計画する背景 

マーシャル諸島国（以下、「マ」国と称す）における電力供給については、ほぼ全てをディーゼ

ル発電に依存しているため、発電燃料の主となる原油の価格高騰の影響もあり、化石燃料への依

存からの脱却は大きな課題となっている。一方、「マ」国は、国家エネルギー政策を 2003 年に制

定し、「社会経済の発展のため、全国民に、入手可能で、信頼性が高く、持続可能なエネルギーを

供給すること」を今後 15 年のエネルギー分野の展望として示した。さらに、2009 年 7 月に新国

家エネルギー政策およびエネルギー行動計画（National Energy Policy and Energy Action Plan）

を制定し、再生可能エネルギーの活用など連系型 PV システムを導入することを含めて、エネルギ

ー政策を実施するための具体的な計画を示している。連系型 PV システムを導入する本環境プログ

ラム型無償資金協力計画（以下、「本計画」と称す）は、その政策にも合致しており、「マ」国か

らの積極的な協力も得られている。 

本計画における対象サイトはマジュロ国立病院であり、主管官庁は「マ」国政府の資源開発省

（Ministry of Resources and Development: MRD）、実施機関は、マ国の電力事業を担っているマ

ーシャルエネルギー公社（Marshalls Energy Company: MEC）が担当する。MEC は、マジュロに電

力部門と水道部門を有しており、電力部門では、マジュロ発電所、燃料販売、太陽光発電および

離島の発電所（イバイなど）事業を管轄している。MEC は総勢 176 名の比較的小さな組織であり、

100%政府保有の株式会社（公社）であるが、株式を民間資本に買収される可能性は一切ないこと

を本調査にて確認している。 

PV システムの導入事例に関しては、離島部の電化促進のために、EU や台湾などの援助により、

約 1,470 台の SHS が設置されている。また、本計画の対象地域であるマジュロでは、マーシャル

短期大学（College of Marshall Islands）に、本年 6 月、米国の援助により、60kW の太陽光発

電設備が設置されており、構想としては 2011 年までに 200kW 程度の太陽光発電設備がグリッド連

系される計画であるが、現在は学内の消費に留まっている。そのため、連系型 PV システムの習得

環境が整っておらず、適正な技術を、エネルギー政策を担当する MRD や本計画対象サイトの電力

設備を管轄する MEC が日常の業務を通じて習得することも困難と判断できる。また、連系型 PV シ

ステムは既存の電力系統に連系するため、MEC の協力なくしては成り立たず、更に将来的な普及

を考慮した場合でも MEC へ技術移転することが望ましいと判断できる。 

一方、MEC 技術者に関しては、離島の SHS の維持管理を指導する技術者が若干名おり、運用管

理実績もあることから、基本的な太陽光発電についての知識は有しているものと判断できる。こ

れらのことから、連系型 PV システムに関する維持管理概念及びその方法を定着させることは若干

時間がかかるものと考えられるが、本計画にて実施機関となる MEC へ導入設備の維持管理運転に

関する適切な技術移転を、連系型 PV システムの基礎レベルから維持管理に係る応用レベルまでの

広く浅い範囲について、また定着度を確認しながら数回に別けて適正に実施することにより、本

計画にて導入する連系型 PV システムの持続的で円滑な維持管理が可能となる。 

 

1) 現状の課題 

・ 連系型 PV システムに関する維持管理体制が明確化されていない。 

・ 連系型 PV システムに関する技術知識が乏しい。 

・ 連系型 PV システムに関する維持管理概念及びその方法についての知識が乏しい。 

・ 連系型 PV システムに関するトラブルシューティング対応が困難である。 

・ 連系型 PV システムに適応する電気料金が未定である。 
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以上、現状の問題点とその改善案をまとめると次表のようになる。 

 

表 1 現状の問題点とその改善案 

現状の問題点 改善案 必要なソフトコンポーネント 

・連系型 PV システムに関する維持

管理体制が明確化されていない。 

・MEC が主体となり、MEC 内に維持管理体制を確

立する。 

・最適な維持管理体制の細分化、具体化へ

の提言を行い、関係各機関各者と協議・検

討を行う。 

・連系型 PV システムに関する技術

知識が乏しい。 

 

・連系型 PV システムに関する維

持管理概念及びその方法について

の知識が乏しい。 
 

 

・連系型 PV システムの維持管理マニュアルを整備

する。 

 

・「独立型」および「連系型」を含めた PV システム

に関する技術トレーニングを実施する。 

 

・モニタリング方法、定期点検方法等モニタリング

に関するトレーニングを実施する。 

・マニュアルの実施指導を支援する。 

 

 

・適正な PV システムに関する技術トレーニン

グを実施する。 

 

・適正なモニタリングに関する技術トレーニン

グを実施する。 

 
・連系型 PV システムに関するト

ラブルシューティング対応が困難

である。 

 

 

・維持管理マニュアルにはトラブルシューティング

も含め策定する。 

 

・マニュアルの実施指導、啓蒙活動を行い、維持

管理が適切に行なわれるようにする。 

 

・マニュアルの実施指導を支援する。 

 

 

・同 上 

 

・連系型 PV システムに適応する電

気料金が未定である。 
・最適な電気料金を設定する。 

・最適な電気料金の設定についての提言を

行い、関係者と協議・検討を行う。 

 

 

(2) ソフトコンポーネントの目標 

本計画の対象機材の運営維持管理について、実施機関である MEC が維持管理マニュアルに基づ

き、持続的で円滑な運営維持管理が実施できることを目標とする。 

 

 

 (3) ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は以下に示す通りである。 

1) 本計画で施設される連系型PVシステムの維持管理マニュアルがトラブルシューティングを含んで

作成される。 

2) 本計画の連系型 PV システムの基礎的な知識が得られ、機材の維持管理が持続的に行われる。 

3) 必要に応じ、最適な電気料金が設定され、持続的で円滑な維持管理体制が構築される。 
 
 これらの成果を得るためには、以下の活動を実施する。 
 

以下の活動にあたっては、連系型 PV システムについて、本計画の対象地域であるマジュロでは、

マーシャル短期大学に連系型 PV システムが建設中であるが、まだ普及段階ではないため、実施機関

である MEC には連系型 PV システムに関する運営維持管理のノウハウはほとんど無いといえる。その

ため、太陽光発電の基礎レベルから太陽光発電設備の維持管理に係る応用レベルまでの広い範囲に

ついてトレーニングを実施する。具体的な内容は表２に示すとおりであり、カテゴリー１～４に大

別できる。実施工程は、カテゴリー毎にある一定期間を設けて分けて実施することにより、確実か

つ効率的な定着を図り、全４回とする。 

各実施内容の必要日数ついては、相手国との相互協力でのマニュアル等の作成作業や技術移転か

らその定着度の確認までと実施内容が幅広く、それらを着実に進めていくために、１週間を最小単

位として考える。また、体制については、マニュアル等の作成作業では２チーム構成等にすること
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で作業効率の向上が図れ、教育では講師１名で講義を主導的に進め、もう１名が受講者のフォロー

することで効果的な教育が可能となるため、総括１名・補佐１名の２名体制とする。 

 

 

表 2 トレーニング内容 

カテゴリー 具体的実施内容（目的） 投入量 

1. O&M 体制の構築 

1.1 O&M 実施者の責任内容の明確化 0.25MMx2 名 

計 1.00MMx2 名1.2 最適な電気料金の提言 0.25MMx2 名 

1.3 「マ」国側と相互協力にて O&M マニュアルの作成 0.50MMx2 名 

2. 技術トレーニング 

2.1 ＰＶシステムの原理と基礎知識 0.25MMx2 名 

計 1.25MMx2 名

2.2 連系型ＰＶシステムの特徴 
0.25MMx2 名 

2.3 連系型ＰＶシステ導入時の検討課題 

2.4 据付 

0.25MMx2 名 
2.5 点検 

2.6 運転 

2.7 メンテナンス 

2.8 トラブルシューティング 0.50MMx2 名 

3. 管理組織トレーニング 

3.1 電気料金徴収方法 0.25MMx2 名 

計 0.75MMx2 名3.2 O&M マニュアルの適正化 0.25MMx2 名 

3.3 O&M 体制の評価 0.25MMx2 名 

4. モニタリング 

4.1 モニタリング方法の適正化 0.25MMx2 名 

計 1.00MMx2 名
4.2 定期点検 0.25MMx2 名 

4.3 評価項目 0.25MMx2 名 

4.4 モニタリング結果報告 0.25MMx2 名 

 合 計 4.00MMx2 名 
 

 

 (4) 達成度の確認方法 

実施工程は４回に別け、各工程にて表２のカテゴリーの１～４を順次実施するが、各工程での

達成度を以下の通りに確認・評価する。 

カテゴリー１：維持管理マニュアルの評価・指導 

カテゴリー２：表 2 2.1～2.3 理解度確認レポート作成、2.4～2.8 理解度確認レポート作成及

び技能評価 

カテゴリー３：維持管理者へのインタビュー調査及び実作業評価 

カテゴリー４：維持管理者へのインタビュー調査及び実作業評価 

 

 

(5) ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

1) ソフトコンポーネント実施内容 

  本計画対象機材の維持管理方法を具体的に理解し実践してもらうため、ソフトコンポーネント

計画にて実施する内容は、前述した表２に記載したとおりである。 

 

2) オリエンテーションの実施 
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ソフトコンポーネントの実施にあたっては、基本的に実施機関である MEC の協力が不可欠であ

り、コンサルタントは、ソフトコンポーネントの目的、実施内容、活動スケジュール等について

オリエンテーションを開催し、理解を徹底させる。 

「マ」国からのオリエンテーションへの参加者は、本計画の対象である MEC に加え、主管官庁

の MRD のエネルギー計画部（Energy Planning Division）、および対象サイトのマジュロ病院の関

係者（電気設備管理者）を含み、ソフトコンポーネント委員会に含まれない関係者に対しても必

要なことは情報連係していく。例えば、対象サイトの関係者には、システム設置場所の所有者と

してシステム維持管理体制の基本事項について正しく認識してもらうことと、および導入する連

系型 PV システムへの異変を発見した際の MEC への連絡ルート構築等、初動体制への協力を仰ぐこ

とを目的としオリエンテーションに参加してもらう。 

 

3) ソフトコンポーネント委員会（仮称）の設置 

開始直後、MEC は、ソフトコンポーネントの円滑な実施とソフトコンポーネント終了後の持続

的運用を促進するため、ソフトコンポーネント委員会（仮称）を設置する。 

同委員会は、ソフトコンポーネントの実質的窓口となり、推進を行うと共に、本計画期間中、

本機材の維持管理が持続的かつ円滑に行われるようソフトコンポーネント委員会（仮称）を定期

的に主催する。これはソフトコンポーネントの達成状況把握、意見交換、課題討議の場とする。 

また、コンサルタントは対象国が本計画終了後も同体制の継続が必要と判断した場合、その継

続が円滑に進むようソフトコンポーネント内でサポートしていく。 

 

4) 維持管理マニュアル作成 

本計画中に、MEC は、コンサルタントと協議し、維持管理活動を行うためのマニュアルを作成

する。「マ」国側のイニシアティブを引き出すために MEC が主体となり、マニュアルの原案を作成

し、それについてコンサルタント側で評価・コメント・フィードバックし、維持管理マニュアル

を完成させる。また、この維持管理マニュアルは、トラブルシューティングを含み作成する。 

 

 

(6) ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

本件ソフトコンポーネントの活動を有効的に、かつ効率的に行うために、「マ」国側にソフトコ

ンポーネント委員会を設置する。ソフトコンポーネント委員会はコンサルタントの意向を十分に

汲み取りながら機材据付後の機材の維持管理活動を主体的に行う。この委員会は、MEC から５名

程度（例：実際の維持管理者及びその上司）および設備所有者である MRD から１名程度で構成し、

実施体制は以下の組織図とする。 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

図 1 ソフトコンポーネント実施体制（案） 

 

コンサルタント

MEC 

（ソフトコンポーネント委員会) 
(全体管理) 

５名程度提供

MRD 

１名程度提供 
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表 3 ソフトコンポーネント活動の役割分担 

担 当 日本人コンサルタント MEC MRD 

本計画の組織 2 名 

5 名程度 

（実際の維持管理者 

及びその上司） 

1 名程度 

本計画の運営方法 全体の進捗状況の管理 
業務全体の管理 

実際の維持管理 
－ 

電気料金 提 言 検討・決定 助 言 

本計画内容のオリエンテーション 説 明 開 催 開催補助 

維持管理マニュアル 助 言 原案作成 助 言 

維持管理のフォローアップ 管理・指導 結果の提出 助 言 

報告先 
在マーシャル日本大使館 

及び JICA 
日本人コンサルタント － 

本計画で導入される連系型 PV システムは日本製となる予定であることから、それらの設備は日

本の電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドラインに準拠したものとなる。そのため、ソフ

トコンポーネント実施者は、そのガイドラインを熟知した日本人コンサルタントが望ましい。 

 
 

(7) ソフトコンポーネントの実施工程 

ソフトコンポーネントの実施工程は図 2 のとおりで表 2 に示すカテゴリー毎に実施していく。

また、それぞれのカテゴリーの実施時期については以下のとおりである。 

カテゴリー１：維持管理体制構築の支援を目的に行うことから、また機材据付前に維持管理体制

を明確化させておくことは設備据付時における当事者意識を喚起できることから、

設備据付以前に実施する。 

カテゴリー２：据付・点検・運転等について実設備を利用し行うため、据付工事の半ば頃に実施

する。 

カテゴリー３：設備が運開するまでに備えておくべき維持管理マニュアル等について行うため、

設備運開前に実施する。 

カテゴリー４：「マ」国側が自主的に維持管理できているかを確認することに焦点を置き実施する

ため、据付完了後約４ヶ月を目途に実施する。 

 

本計画の対象機材は、新規に据付けされるシステムであり、ほとんど基礎からシステムの維持

管理体制を作り上げる必要がある。そのため、ソフトコンポーネントは据付工事開始前から開始

し、基礎レベルから順次実施していく。 
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暦年

カレンダー月

工程

818 11 12109 5 6

機 器 製 作

26 3 11

2010年 2011年

47 12107 9

ソフトコンポーネント委員会設置

ワークショップ

カテゴリー１

カテゴリー２

カテゴリー３

カテゴリー４

合計人月　　　8.0
2.0 2.5 1.5 2.0

MEC

工程

日
本
人
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

検 収 ・ 竣 工 引 渡 し

全 体 コ ミ ッ シ ョ ニ ン グ

機 材 据 付 工 事

機 器 製 作

資機材海上輸送・ 通関・ 陸上 輸送

1.0月x2人

1.25月x2人

0.75月x2人

1.0月x2人

 

＊進捗状況報告書については、各工程の終了後、施主に提出する。 

図 2 ソフトコンポーネント実施工程 

 

 

(8) ソフトコンポーネントの成果品 

本計画のソフトコンポーネント実施により得られる成果品は次の通りである。 

1)オリエンテーション開催記録 

2)ソフトコンポーネント委員会の開催記録 

3)進捗状況報告書 

4)理解度確認レポート 

5)実際の維持管理者へのインタビュー調査及び実作業評価の結果 

6)維持管理マニュアル 

 
 

(9) 相手国機関の責務 

1) MEC は、本ソフトコンポーネント実施に協力するソフトコンポーネント委員会を設置する。 

2) MEC は、本ソフトコンポーネント実施に必要となる作業室等を用意する。 

3) MEC および MRD は、本ソフトコンポーネントに必要な人員を提供する。 

4) ソフトコンポーネント委員会は、コンサルタントと協議し、維持管理マニュアルの改善を自

ら実施する。 

5) MEC は、コンサルタントの提言に基づき、必要に応じて導入する連系型 PV システムに最適な

電気料金を検討・決定する。 

6) MEC は、維持管理マニュアルに基づき、連系型 PV システムを適切に維持管理していく。 

7) MEC は、維持管理マニュアルに基づいた一定期間においては、実績報告を日本人コンサルタ

ントへ提出する。 

 
 

以上 
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7. 参考資料／入手資料リスト 

調査名： 大洋州地域太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画準備調査 
 

番号 名 称 
形態 

図書・ビデオ・地図

・写真等 
ｵﾘｼﾞﾅﾙ･ｺﾋﾟｰ 発  行  機  関 発行年 

1 Majuro New Hospital files 図書(図面) コピー Marshalls Energy Company 2006 

2 Majuro Reservoir Info 図書(図面) コピー Marshalls Energy Company 2006 

3 Collage of Marshall Islands files 図書(図面) コピー Ministry of Resources and Development 2009 

4 Environmental Impact Assessment Regulations 図書 コピー Environment Protection Authority 1994 

5 Yearbook 2005-2006 図書 コピー Economic Policy, Planning and Statistic office 2006 

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      
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8 プロジェクトの裨益効果 

 

1)ディーゼル燃料消費量の節減効果 

 本調査でマジュロ発電所のディーゼル発電設備の運転実績（燃料消費量）が得られなかったため、主に

常時運転している 6.4MW ディーゼル発電機の燃料消費量（スペック 220g/kWh）を用いて、3-2-2 基本計画 

(1)計画の前提条件 3)想定される発電電力量 で想定した導入系統連系 PV システムの１年間の発電

電力量に基づき、本計画の目標年次である 2016 年までの燃料消費削減量を算出すると、表 1 のよう

になる。（なお、kWh 当たりの燃料消費量は、軽油の比重を 0.8g/cm3 とすると、220/0.8/1000＝

0.28liter/kWh となる。ゆえに、年間ディーゼル燃料削減量は、200,117kWh×0.28liter/kWh＝56,032liter と

算出される。） 

 

表 1 年別ディーゼル燃料削減量 

 2011 2012 2013 2014 2015 2016 Total 
年別ディーゼル 
燃料削減量[liter] 56,032  56,032 56,032 56,032 56,032 56,032 336,192 

出所：調査団にて作成 

 

2)CO2 排出量の削減効果 

  表 1 で算出した年別ディーゼル燃料削減量を基に、以下の係数を用いて CO2 排出量の削減効果を

算出する。 

 

 

その結果、各年次のCO2排出削減量は表2 に示す通りとなり、2011年から2016年の6年間で、合計880ton

の CO2 排出削減が可能である。 

 

表 2 年別 CO2 削減量 

    2011 2012 2013 2014 2015 2016 Total 

CO2 排出削減量[kg] 146,803 146,803 146,803 146,803 146,803 146,803 880,818
出所：調査団にて作成 

CO2削減量 [kg] ＝ 軽油CO2排出係数* ディーゼル燃料削減量 

＝ 2.62 [kg-CO2/liter] * ディーゼル燃料削減量 [liter] 

* 排出係数については平成19年3月環境省地球環境局の「総排出量算定方法ガイドライン」を引用。 
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